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外務省の外交青書（2023年）は世界の情勢認識として「国際社会が歴史の転換期に差し

かかり、パワーバランスの変化と地政学的競争が激しさを増す一方で、気候変動や感染症

など地球規模課題は、人類の生存そのものを脅かしている」として危機感を露わにしてい

ます。  

ロシアのウクライナ侵攻、イスラエル・パレスチナ戦争をはじめとして中東情勢の悪化、

中国の覇権主義的行動の活発化、米中対立の激化など、一気に国際社会は共存から分断へ、

さらには対立へとエスカレートの道を歩んでいます。 

経済的対立、軍事的対立のエスカレートで、各国とも軍事費の拡大競争を強いられてい

るのが現状です。グローバリゼーションは陰を潜め分断と敵対姿勢が強まる中で、わが国

の安全保障も軍事的安全保障のみならずエネルギー安全保障、食料安全保障、経済安全保

障、サイバー安全保障、宇宙空間の安全保障までテリトリーとする多重で困難な安全保障

環境に直面しています。とくに軍事面では防衛力の抜本的強化を柱とした「国家安全保障

戦略」（2022 年 12 月）を策定して日米同盟の強化とともに同志国（オーストラリアなど）

との連携強化に努めていますが、それだけでは安全保障は確保できません。 

こうした情勢の中で農林水産省は食料安全保障を目的に掲げた食料・農業・農村基本法

の改正案を閣議決定し、今通常国会での成立を図るとしてしています。 

基本法の改正案の目的は第二条で「前段省略・・食料安全保障（良質な食料が合理的な

価格で安定的に供給され、かつ、国民一人一人がこれを入手できる状態をいう。）の確保が

図られなければならない。 

国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料の需給及び貿易が不安定な要

素を有していることに鑑み、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、これと併せて

安定的な輸入及び備蓄の確保を図ることにより行われなければならない。」としています。 

これは現行基本法が目的としている「食料自給率向上」を基本とした食料安全保障から、

国内生産の増大と同列に「輸入と備蓄を併せた食料安全保障」へとシフトしているように

みえます。確かに「国内の農業生産の増大を図ることを基本とし」というフレーズは残っ

ているものの全体として食料自給率の向上は目標の 1つにすぎないとトーンダウンのよう

にみえます。食料輸入の安定が食料安全保障であるということは平和な国際環境であれば

一理ありますが、分断と対立で有事の国際環境の中で輸入を前提とした食料安全保障はそ

もそも成り立つのかどうかは疑問が残ります。海に囲まれたわが国は敵対国により海上封

鎖されればシーレーン（海上輸送）が寸断されて、たちまちお手上げとなってしまうこと

は第二次世界大戦で苦い経験として味わっています。 

基本法の改正案のほかには食料危機時には米、麦などの「特定食料」の増産指示（指示

に従わない場合は罰金）、流通業者への「供給調整計画の届出制」（配給計画）を内容とす

る「食料供給困難事態対策法案」、農地の確保と適正利用のための「農業振興地域の整備に

関する法律の改正案」、「スマート農業技術の活用の促進に関する法律案」を加えた４法案

を一括して今国会へ提出しています。 

 これまでは平和な時代で食料危機などの有事はないという前提で今までは国民は生きて

きましたが、これからは有事もあり得るという前提で食料危機への対策（食料安全保障）

を構築していくことが求められます。 

 



 そこで、日本飼料用米振興協会は次の政策提案をします。 

 

⓵ 食料安全保障は国内生産の拡大を大前提とすべきです。 

わが国の水田農業はコメを軸として食料自給率の維持・向上の要として機能してきま

した。過去 50 年以上にわたる米の生産調整は「水田を水田として維持していく」とい

う国民合意で多額の財政資金の投入を行い、水田を守ってきています。 

言い換えれば水田は国民全体の共有財産で食料安全保障の要です。 

そのことを国民に訴えて水田の生産力を最大限に引き上げていくべきです。 

 

⓶ 水田の生産力を最大化する飼料用米を食料安全保障の要として位置づけるべきです。 

 飼料用米は米需給の調整弁として見られがちですが、実は食料自給率向上だけでな

く食料安全保障の要です。現在、飼料用米は家畜の飼料原料として重要な一角を担って

きており飼料自給率の向上に大いに寄与してます。 

今は、飼料用米は一切食用米への転用は禁じられていますが、人が食べても美味しい

のが現実です。いざ食料危機の場合は人の食料へ転用ができるように制度設計してい

くべきです。 

ある意味では飼料用米は食料安全保障の最後の砦となります。 

 

⓷ 飼料用米に求められているのは安定供給の確保です。 

 飼料用米の生産量は年々拡大してきて 80 万ｔを超えた時（2022 年産）もあります。 

基本計画の 70 万ｔを超えた優等生であるはずですが、現在は増えすぎなので生産拡

大にブレーキが掛けられております。 

その結果、畜産生産者は飼料用米の調達が困難となっております。 

実需者から飼料用米に求められているのは増産と共に安定供給の確保です。 

 

⓸ 飼料用米の交付金の上限は撤廃すべきです。 

 飼料用米を生産する稲作生産者には地域の標準単収をベースに 10a 当たり 8 万円の

標準単価を基準にキロ当たり約 167 円の単価で±150kg/10a の範囲（5.5～10.5 万円

/10a）で水田活用の交付金が直接支払いされています。 

しかし、上限が設けられていることから超多収（地域の標準単収から 150/kg 以上の

多収は打ち切り）を実現しても経済的メリットがないというのが問題点として指摘され

ています。 

多収のモチベーションアップのためにも交付金の上限は撤廃すべきです。 

 

⓹ 多収で高タンパク米の品種開発を再開するべきです。 

多収で高タンパク米が飼料原料として求められています。 

すでに多収で高タンパク米の品種が開発されていますが、普及はこれからです。 

これらの品種の普及と共に現在は中断されていますが、さらに多収で高タンパク米の

品種開発を再開していくべきです。 

水田の生産力を最大限に発揮するにはさらに優良な多収品種の研究開発の継続が欠

かせません。 
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